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10月 新型コロナウイルス感染症対応医療従事者支援制度へ拠出

寄 付 金 活 用
した現場支援

2月 追加拠出

・5~9月 第1弾 ・8~12月 第2弾
・8~2月 第3弾

・2月～ 第4弾

5/14 寄付金活用プロジェクトチーム立ち上げ

看護職員確保

1/27 IHEAT登録案内

12/21 「Johnny’s Smile Up ! Project 基金」設立
3/15～ 新型コロナウイルス感染における会員見舞金

情 報 提 供
4/6～20「新型コロナウイルス感染予防相談窓口」（メール相談） ・ 4/1～ チャットボット導入

4/20～「新型コロナウイルス感染症に関する相談窓口」

4/23 会⾧メッセージ動画更新

9/8～28 
看護職員の新型コロナウイルス感染症対応

に関する実態調査実施

3/2 都道府県看護協会へ看護職員確保等について協力依頼
4/30 厚労省と看護職員の派遣調整事業に係る契約締結

11/7~都道府県外看護職員の応援派遣調整
8/1~9/30 都道府県看護協会から派遣調整事業受付

県外看護職員の応援派遣
・1/3~3/15大阪府

・12/19~1/10北海道・4/1~5/11宮城県
・4/26~5/21大阪府

4/24～「NursingNow_いま私にできること」#キャンペーン実施・看護職への応援メッセージ掲載

11/26 会⾧メッセージ動画公開

本会職員の応援派遣 ・8/16~21 沖縄県看護協会・1/12～2/7 大阪市保健所・4/6～25 仙台市宿泊療養施設 ・1/12～30沖縄県看護協会

2/22 「コロナ禍における新人看護職員研修」（神戸）

NC活用

応援派遣
調整

相談対応

NursingNow
キャンペーン

情報提供

PPE等配布

新型コロナウイルス感染症対応における日本看護協会の取り組み

感染予防および対策に関する資料・動画の公表、看護管理者に向けた情報提供、周産期に携わる看護職に向けた情報提供、
訪問看護STで働く看護職に向けた情報提供、感染管理・感染蔓延下での働き方に関するFAQ（WEB等掲載）

12/5 復職依頼メール4/8 復職依頼メール 4/19 ワクチン接種業務就業依頼

＜参考＞東京都看護協会資料

6/4 ワクチン接種業務への就業協力依頼

・8月~12月 第5弾
・8月~10月 第6弾

1月～看護職の
メンタルヘルスケア事業

・1/16~2/27 沖縄県

1/17  沖縄県への就業協力依頼

6月～コロナに対峙
するための調査研究
助成事業開始予定
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COVID-19発生以降の新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく
本会の対応・保健医療提供体制の構築への対応

看護職員の確保

・都道府県ナースセンターによる潜在看護師の復職・就業支援の実施

・日本看護協会と都道府県看護協会による看護師の広域派遣体制の構築

地域において専門性の高い看護師の活動の実施

・病院・介護施設等へ感染管理体制構築のための支援

・自施設以外からの相談応需

専門性の高い看護師の育成強化

・感染管理や人工呼吸器・ECMOなどを装着した重症患者のケア・

管理ができる看護師の育成の強化

 COVID-19に関する相談窓口・看護職のためのメンタルヘルス相談窓口の設置
3



新型コロナウイルス感染症への対応 【2022年度の活動予定】

・これまで新興感染症等のリスクに強い看護提供体制の構築、感染拡大
地域への看護職派遣等支援を行ってきた。

・2022年度は、有事に備えた看護管理者のマネジメント能力の強化に
着手するとともに、感染拡大時に看護職の確保が迅速にできるよう
体制を整備する。
また、看護職が安全・安心に働くことができるよう相談応受を行う。

１．都道府県看護協会と連携した看護職員派遣
１）都道府県看護協会と連携した看護職員派遣の推進

・令和4年1月28日医政発0128第10号厚生労働省医政局通知「新型コロナウイルス感染症対応看護職員等の

人材確保事業における令和4年度広域人材調整事業の実施要綱」に基づき「広域人材調整事業」を実施
（令和3年12月20日～令和5年3月31日）

２）新型コロナウイルス感染症に対する日本看護協会職員の派遣

２．相談応受体制の継続実施

３．感染管理認定看護師及びクリティカルケア認定看護師等養成推進

４．看護管理者の育成、マネジメント強化
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都道府県看護協会と連携した看護職員派遣
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１）都道府県看護協会と連携した看護職員派遣の推進【図1：広域人材調整事業】

 令和4年1月28日医政発0128第10号厚生労働省医政局通知「新型コロナウイルス感染症対応看護職員等の人材確保事業における
令和4年度広域人材調整事業の実施要綱」に基づき「広域人材調整事業」を実施（令和3年12月20日～令和5年3月31日）。

 新型コロナウイルス感染症に対応する看護職員の人材不足により、県内での医療機関等の人材調整で対応が困難な場合、
国の要請を受け、都道府県間で広域に、緊急的な看護職員の派遣調整を行う。

 令和3年度は、沖縄県の宿泊療養施設、介護保険施設等に2022年1月22日～2月18日に29都道府県から派遣。

２）新型コロナウイルス感染症に対する日本看護協会職員の派遣

【図1：広域人材調整事業】

 県協会、保健所、宿泊療養施設、ワクチン接種会場等への本会職員を派遣する。
 令和2年からこれまでに、保健所、宿泊療養施設、及びワクチン接種会場に本会職員を派遣(宮城県、大阪府、東京都)
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メンタルヘルスケア事業の紹介

2020年、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が始まって以来、相談窓口を設置し、感
染に対する不安や、差別・偏見に対する悲愴感、抑うつ症状として表れるほどの疲弊、就
業継続の不安など、寄せられる相談は深刻かつ緊急性の高い事例が寄せられている。

実施概要

本会HPのTOP画面から
こちらのバナーを

クリック

本事業の詳細について、特設ページを開設
https://www.nurse.or.jp/nursing/practice/covid_19/covid_desk/mental.html



看護職のメンタルヘルスケア事業 内容

1.電話による個別相談
臨床心理士、精神保健福祉士、精神看護認定看護師等が、メンタルケア不調を抱える看護職に
対し、個別に電話によるメンタルヘルスケア相談を実施

①開設期間
2022年1月8日（土）～2023年3月31日

②開設時間
平日 13時～21時
土日祝日 13時～17時

2. メール相談

看護職を対象とした新型コロナウイルス感染症に関するメール相談窓口（メンタルヘルス）を継続実施

①開設期間
2020年4月20日～継続実施

②相談受付
毎日24時間

③URL
https://www.nurse.or.jp/question/31617e34d37169ae1545160889c34702/mail.cgi

TEL: 0120-543-556
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3. Zoom等を用いたWEB個別相談
一般社団法人日本看護系学会協議会会員の精神看護専門看護師、精神科認定看護師、
認定看護管理者、日本家族看護学会員の専門看護師及び認定看護師が、個別にWEBを活用した
メンタルヘルスケア相談を実施

①開設期間
2022年2月4日～2023年3月31日

②開設時間
毎週土曜日 13時から18時（相談時間 １相談 30分程度）

4.メンタルヘルスケア周知事業
医療従事者の心の健康を守るには継続的なケア体制が必要である。看護職個人のセルフケアのほか、
病院の経営層や管理職、看護職本人が、働き手を率先して守る姿勢を示すための方法について、研修
動画を作成し周知を図る。

動画タイトル 講師

１ コロナ禍と看護職のメンタルヘルス 萱間氏

２ 状況の不確かさと道徳的傷つき 萱間氏

３ 組織によるメンタルヘルスのラインケアとBCP 高橋氏

４ 支援者支援の考え方 高橋氏

５ 看護職に効果的なセルフケア 萱間氏

６ 管理職のメンタルヘルス 高橋氏

７ 看護職のキャリア支援の考え方 高橋氏

８ PTGと看護職の成⾧
～ポストコロナに向けて～

萱間氏

講師:
・聖路加国際大学大学院看護学研究

精神看護学教授 萱間 真美 氏
（現 国立看護大学校⾧ ）

・筑波大学 医学医療系 災害・地域精神医学 准教授
/茨城県立こころの医療センター 地域・災害支援部⾧・室⾧
/筑波メディカルセンター 精神科 高橋 晶 氏

Mail : yoyaku@ns-soudan.com
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看護職のメンタルヘルスケア事業 内容
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感染症に関する情報提供



■ 国への要望書の提出 計36件（2021年3月9日現在）
提出先：内閣総理大臣・内閣府特命担当大臣・厚生労働大臣・総務大臣・文部科学大臣 等

■ 本会ホームページやマスコミ取材等を通じた課題と要望の発信

提出日 要望書名

2020年3月30日 「新型コロナウイルス感染症対策に関する要望書」
・医療機関における看護職員の確保策の推進
・医療機関、介護施設、訪問看護事業所に対する防護関連用具の確保、配付
・地域における感染管理に関する専門性の高い看護師の活用による体制整備の強化 等

2020年4月15日 「妊娠中の看護職員の休業に伴う代替職員の確保について」
「新型コロナウイルス感染症対応している看護職に対する危険手当の支給等について」

2020年7月8日 「保健所の体制整備及び保健所等に勤務する職員への慰労金の支給についての要望書」
「新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた医療機関及び訪問看護ステーションへの経営支援に関する
要望書」

2021年1月15日 「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの訪問看護師等への早期接種に関する要望書」

2021年3月9日 「新型コロナウイルス感染症に対応する看護職に関する要望書」
・医療従事者の処遇改善について
・保健師増員の実現に向けて
・地域の医療提供体制確保のための看護職員の派遣調整事業の継続について

10

国への要望 新型コロナウイルス感染症に関する主な要望



保健師関連事業
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保健師の確保・活躍推進
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【現状】
• 保健師は、直接的な保健医療福祉サービスの提供のほか、包括的なシステムやネット
ワークの構築等の総合調整、関連施策の企画立案・運用・評価等、予防的介入を重視
し、広く公衆衛生の向上と国民の健康保持増進への責務を担っている。

• 近年特に、医療・介護・子育てなど社会保障制度の持続可能性の確保と機能強化に対す
る業務が拡大している。

• 新型コロナウイルス感染拡大により、保健所の体制整備は喫緊の課題となった。政府は
地方財政対策において、保健所保健師を令和3年度から2年間で約900人増員することとし
ている。

【課題】
• 直接的な保健医療福祉サービス提供の対象者の増加
• 事業化・施策化や、システム構築・推進業務の拡大
• 健康危機管理（災害・新興感染症・児童虐待の対応等）に関する行政の業務の増大
• 地域や就業別(都道府県、市区町村)に保健師が偏在しており、地域特性に応じた保健活
動が困難

• 保健師の退職者数は過去10年で1.5倍に

保健師の計画的な人材確保・育成、就業継続に向けた取り組み、体制整備が必要

保健師活動における現状と課題
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保健師の確保・活躍推進

令和4年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業

保健師の活動基盤に関する基礎調査

背景・目的：

日本看護協会では、保健師活動の実態を明らかにすることを目的とし

て、厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「保健師の活動基盤に関

する基礎調査」を平成21年度（2009年度）より開始し、22年度（2010

年度）以降、4年に1回実施しており、今回が5回目の調査となる。

今年度は、新型コロナウイルス感染拡大等により活動内容に大きく影

響を受けた保健師の「人材確保・育成、就業継続」に焦点を当てた実

態把握と課題の整理、対応策の検討を行い、今後の保健師確保・定着

の促進に向けた政策提言等の活動に反映することを目指す。
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日本看護協会より ご協力のお願い
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保健師の活動基盤に関する基礎調査
にご協力ください!

保健師として就業している全国の保健師（全員）

Web調査(パソコン・スマホにてご回答ください)
日本看護協会公式HPよりアクセスしてください
▶https://www.nurse.or.jp/
※本調査への参加は皆様の自由意思に基づくものであり、

参加をしない場合でも不利益を被ることはありません

令和4年9月1日(木) ～ 9月15日(木)（予定）

令和4年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業

調査期間

対 象

調査方法

保健師の未来のために、ぜひ皆様の声をお聞かせください

・看護協会会員・非会員は問いません。
・大学や養成所等の教育機関において、保健師の養成を行っている教員の方も対象です。
・産休中、育休中、介護休暇中の方も対象となります。
・派遣社員、パートタイマー、アルバイト、臨時職員等、非正規雇用の方も対象となりま

す。
・保健師免許を有するが保健師として活動していない方（保健師免許を有し助産師または

看護師として働く方、退職し保健師として活動していない方等）は対象外となります。

4年に1度の貴重な機会です!

日本看護協会



令和4年度 厚生労働省保健指導支援事業

自治体保健師人材確保のための魅力・情報発信事業

目 的：自治体保健師の魅力や保健活動についての情報を発信し、自治体保健師の人材
確保につなげる。

地域における看護職の確保と活躍推進
保健師の確保・活躍推進

対 象：自治体保健師としての就職を希望する者（看護学生、保健師資格保有者等）

開催日時：令和4年5月21日（土）13：00～16：30

実施方法：Zoomを用いたWeb会議

自治体保健師の仕事説明会「ここでしか聞けない保健師の仕事のコト」を
オンラインにて実施

申 込 者：2,323人（当日ログイン者数：1,768人）

公式ホームページ上にてアーカイブ動画を掲載（2023年3月末まで公開予定）
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オンデマンド研修の活用
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保健師関連 国への要望書（2019年～）
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提出日 宛先 内容

2019年（平成31年）
4月25日

厚生労働省 健康局⾧ 宇都宮 啓 １．自治体保健師の計画的な人材確保および適切な配置
の推進

２．市町村の統括保健師の配置および育成計画の策定の
推進

2019年（令和元年）
5月9日

厚生労働省 社会・援護局障害保健
福祉部⾧ 橋本泰宏

精神保健福祉施策の推進・充実に向け・採用による保健師の人材
確保

2020年（令和2年）
4月13日

厚生労働省 健康局⾧ 宮嵜雅則 自治体保健師の計画的な人材確保および適切な配置の推進

2020年（令和2年）
7月8日

厚生労働大臣 加藤勝信 保健所の体制整備及び保健所等に勤務する職員への慰労金の支給

2021年（令和3年）
3月9日

厚生労働大臣 田村憲久
総務大臣 武田良太
厚生労働省 健康局 正林督章

保健師増員の実現に向けて
・新型コロナウイルス感染症対応する保健師900人
増員に向け、自治体に採用活動を推進されたい

2022年（令和4年）
3月28日

厚生労働省 労働基準局⾧
吉永和生

産業領域で働く看護職の研修体制の整備

2022年（令和年）
4月18日

文部科学省 高等教育局⾧
増子 宏

質の高い看護系人材の養成推進
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背景

• わが国では、少子高齢化や疾病構造の変化が進む中、国民一人ひとりの健康寿命の
延伸に向け、健康な地域社会づくりを推進する仕組みが必要とされており、医療と
生活の両方の観点から患者・家族等への療養指導や支援、健康増進を図る看護の役
割はますます拡大している。

• 健康状態や社会的背景を問わず、全ての人々に対して看護職による切れ目のない支
援を提供するために、看護職個人の経験やスキルに左右されることなく、明確な看
護サービスの一機能として看護職が場（所属機関）を超えて連携し、地域住民に健
康・療養支援を提供できる体制整備が必要である。

「人々の健康と療養を支える看護モデルの確立」
地域における健康・療養支援体制の強化に向けた取り組み

1. 地域における健康増進・疾病予防、重症化予防に資する看護活動の整理・可視化

2. 全国的な事業展開に向けた仕組みの検討

事業目的

2022年度の事業概要

本事業は、2021年度より開始した5年計画の事業であり、健康増進・疾病予防、重症
化予防を目的として、地域の看護職が場を超えて連携し、地域住民に健康・療養支
援を提供できる体制の確立と場の拡充を目指すものである。
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■ナースセンタ―における潜在看護職の就業支援
・ナースセンターからの呼びかけで潜在看護職 27,161名が就業
※ 宿泊療養施設、病院等で約5,400名

・感染拡大時の「宿泊療養施設」の運営、ワクチン接種業務に潜在看護職の力が大きかった

20

病院等以外でコロナによって新たに発生した業務への対応

求職者数 44,357名

求人数 38,052名

紹介数 33,918名

就業者数 27,161名

コロナ関連の相談対応コールセンター 743名

宿泊療養施設 5,150名

病院 224名

診療所 58名

その他の入所施設 110名

その他施設 2,100名
ワクチン接種業務※1

ワクチン接種業務に係る研修受講者数※２ 16,573人

18,776名

※1 ：2021年2月1日より「ワクチン接種業務」を項目に追加して集計
※2：2021年4月12日より／

ナースセンターでの就業実績 （2020年4月6日～2022年6月26日までの累積, 2022年6月29日現在）



日本看護協会の重点政策
 令和4（2022）年度より、「重点政策」とは別途、「重点課題」を明示する。本会がかねてより継続的に重点政策に掲げて

きた政策のうち、専門職としての看護の発展を目指すに際し極めて重要かつ、関係者間の合意を十分に得たうえでの

法律改正を要するものを「重点課題」として位置づけ、引き続き強力に着実に取組み、機を逃さず、その実現に向けて

邁進する。

 また、重点政策を確実に効率的に推進するための基盤の整備・強化に向け、新たに「基盤強化事業」を設ける。

重点課題

重点政策

基盤強化事業

重点政策を確実に効率的に推進するための基盤の整備・強化に向けた新たなフレーム。
本会事業全体を支える組織基盤として、重点政策の着実かつ円滑な実施の土台となるもの

3か年での具体的な成果が想定でき、その実現
に向けての取組みが現実的なものとして事業化
できるもの

看護の発展に極めて重要かつ、関係者間の合意
を十分に得たうえでの法律改正を要するもの
（機を逃さず、実現に結び付くよう恒常的に取組む
重要課題）

 准看護師養成の停止

 看護師基礎教育の4年制化

 ナース・プラクティショナー（仮称）制度

1 全世代の健康を支える看護機能の強化

2 専門職としてのキャリア継続の支援

3 地域における健康と療養を支える看護職の裁量発揮

4 地域の健康危機管理体制の構築

 看護政策推進のためのエビデンスの集積・活用体制の構築

 政策推進力の強化
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